自 己 点 検 調 書（管 理）
                                      居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護　　　 
共生型居宅介護・共生型重度訪問介護
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　短期入所・共生型短期入所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般相談支援・特定相談支援
障害児通所支援（児童発達支援センターを除く）　用 
　　　　
	法  人  名


	 

	主たる事務所の

所　在　地

	

	事業所名


	

	事業所の

所 在 地
	

	事 業 の

指定認可日

	昭和
平成　　　　　　　　　　年　　月　　日
令和　　


	管理・会計

対 応 者

（事業所）
	 法人代表者

	 職　員


	
	監事その他役員

	


	担当者

（和歌山市）
	
	検査日
	 令和　　年　　月　　日( 　)


	
	
	時  間
	     時　　分～ 　　時　　分



                                                                          　
Ⅰ　管　理　　　　　　　　　　　　（適　適正　・　不適　未実施、処理遅延、法令等違反）
	運　　　営  　　指　　　導　　　事　　　項
	調査結果
	根拠法規等

	１ 労働契約等について
  ① 職員の採用は、就業規則等に基づき適正に手続きしているか。
     ※　書類審査・面接等選考が公正であること。
  ② 職員の定着状況は、適正であるか。
     ※　辞令綴り、退職届等確認
         多い場合、問題点はどこなのか、管理者等幹部職員は把握していること。
  ③ 職員の人事発令について、辞令を交付しているか。
     ※　発令事項…職種、配置先、賃金、勤務時間、退職等
　④ 職員を雇用する際、雇用契約書または労働条件通知書を交付しているか。
　　また、雇用契約書等の書面の交付により、法定事項について明示しているか。

　　（※ 就業規則に含まれている項目については、就業規則を示して説明しても良い。）
　⑤ 有期労働契約職員またはパート職員については、④の法定事項に加えて、必要な項目を明示しているか。
（有期…契約更新の有無、契約を更新する際の判断基準

パート…昇給、退職手当及び賞与の有無、パートタイム労働者の雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口）
  ⑥ 労働者名簿が適正に作成されているか。
     ※　労働者毎に、氏名、生年月日、性別、住所、履歴、従事する業務の種類(30人未満不要)、雇入年月日、解雇または退職の年月日及びその理由、死亡年月日及びその原因を記録しているか確認。
  ⑦ 定年を過ぎた職員の定年延長・再雇用手続きは適正であるか。　　

　　（定年後であっても、原則として６５歳までは希望者全員を雇用していること。）
     ※　就業規則に基づく手続き(理事会審議等)を行っているか。雇用期間等労働条件

(給与、勤務時間、勤務内容等)は明確か。特に、管理者の定年に注意。
　⑧ 制裁処分が適正に行われているか。
     ※　懲戒解雇、停職、減給、降格、戒告、引責等制裁処分が就業規則に定める手続きによって適正に行われていること。
⑨　セクシャルハラスメントやパワーハラスメントの防止のための雇用管理上の措置は行われているか。

・ハラスメントへの対応方針等の明確化及びその周知・啓発
・相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
· 相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口
を定め従業員に周知すること。


	適 ・ 不適
適 ・ 不適
辞令
あり ・ なし
適 ・ 不適
適 ・ 不適

適 ・ 不適
適 ・ 不適
直近2年間で
制裁あり
適 ・ 不適

制裁なし
適 ・ 不適

	労基法第15条
労基法規則第5条
・有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準
・パートタイム労働法第6条、14条
労基法第107条
労基法規則第53条
様式第19号
高年齢者の雇用の安定等に関する法律


	２　就業規則等について
  ①  就業規則を適正に定め、常時10人以上の労働者を使用する事業所は所轄労働基準監督署に届け出ているか。(変更の都度届け出ること。)                            
     ※　就業規則で「給与及び退職金については、別に定める」と規定し、給与規程を別に定める場合、及びこれらの一部を改正する場合にあっても、就業規則の取扱と同様に所轄労働基準監督署に届出の義務がある。
育児介護休業規程や非常勤就業規則等についても別に定めている場合は、所轄労働基準監督署に届け出ること。
         また、「常時10人以上」とは、常態として10人以上の労働者がいることを意味し、施設長及び非常勤職員・パートタイマーも含まれる。
  ②  就業規則の作成(変更)にあたり、労働者の過半数で組織する組合又は過半数を代表する職員の意見を聴いているか。また、労働基準監督署への届出の際に代表者の意見を付した書面を添付しているか。                                            
                                                                             
	適 ・ 不適
・10人未満
適 ・ 不適
・10人未満

	労基法第89条
労基法第90条


	  ③ 規則を職員に周知しているか。   　                                                                                                                
     ※　書面交付や常時事業所に備え付ける方法により周知しているか確認する。                  
  ④ 産前産後休暇、生理休暇、育児時間及び勤務時間短縮等について規定されているか。　　 また、育児休業、介護休業についても規定されているか。
  ⑤ 労働者を解雇したときは解雇予告の手続きを行っているか。      

	適 ・ 不適
適 ・ 不適
直近2年間で
解雇あり
適 ・ 不適

解雇なし
	労基法第106条
育児・介護休業法
労基法第20条


	３　労働時間について                             
  ① 職員の勤務時間が、法定労働時間を超えていないか。   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       ※  使用者は、労働者に休憩時間を除き、１週間について４０時間(労働者１０人未満
４４時間)、１日８時間を超えて労働させてはならない。(変形労働時間制あり。)

② 時間外及び休日労働に関する協定を、過半数を代表する職員と締結し、労働基準監督署
長に届け出ているか。また、有効期間も適正か。（３６協定）
    ※　労働者の数が10人未満であっても協定届出は必要。
  ③ 年次有給休暇の付与日数は適正であるか。                            
     ※  パート等も含め、雇用の日から６か月を経過した、所定労働日の80％以上出勤した者に下表のとおり年次有給休暇を与えなければならない。
（勤続年数）→
0.5
1.5
2.5
3.5
4.5
5.5
6.5～
週30時間以上

常勤職員
10
11
12
14
16
18
20
週30時間未満
週４日169～216日
7
8
9
10
12
13
15
週３日121～168日
5
6
6
8
9
10
11
週２日 73～120日
3
4
4
5
6
6
7
週１日  48～72日
1
2
2
2
3
3
3
　④ 出勤簿もしくはタイムカード等で、各職員の日々の始業・終業時刻、休暇状況、時間外労働の状況を把握・管理できているか。
⑤ 出勤簿、休暇届を適切に管理しているか。
     ※　産前産後休暇　産前６週間、多胎の場合は１４週、産後８週間
         生理休暇      必要な日数
         育児時間      子が満１歳になるまでの間で女性職員が請求した日数
時間短縮      ３歳未満の子を養育する育児休業をしない者及び要介護状態にある
家族を介護する従業員（3年間で2回）
（３歳以上就学前までの子を養育する育児休業は努力義務）
残業免除　　　３歳未満の子を養育する育児休業をしない者及び要介護状態にある

家族を介護する従業員の所定外労働の制度を義務化
　　　　 介護休暇　　　要介護状態の家族の介護等を行う者は、年に５日（２人以上は１０日）、時間単位の休暇を取得可［Ｒ3.1.1改正］
         育児休業      子が満１歳になるまでの間で職員が請求した日数（最長２年まで再延長可能）［Ｈ29.10.1改正］
         介護休業      対象家族１人につき通算９３日まで、３回を上限として職員が請求した日数［Ｈ29.1.1改正］
         看護休暇　　　小学校就学前の子の看護休暇(年５日、２人以上の場合は年１０日)

　　　　　　　　　　　 時間単位の休暇を取得可［Ｒ3.1.1改正］
        雇用管理上必要な措置（事業主の義務）［Ｈ29.1.1改正］
　　　　　・妊娠、出産、育児休業、介護休業等に関するハラスメントの内容、ハラスメントがあってはならない旨の方針、制度利用ができる旨を明確化し、周知・啓発すること。
　　　　・相談窓口をあらかじめ定めること。

　　　　（一部抜粋）
⑥ 年10日以上の年次有給休暇が付与されている職員（管理監督者を含む）に対して、年次有給休暇を付与した日から1年以内に年次有給休暇を5日以上取得させているか。
	適 ・ 不適
適 ・ 不適
協定未締結
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適

	労基法第32条
労基法第36条
労基法第39条
労基法規則第24条の3
労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準

労基法第65条～68条
育児・介護休業法




	運　　　営  　　指　　　導　　　事　　　項
	調査結果
	根拠法規等

	  ４　賃金について
  ① 給与規程の内容に不備がないか。(理事会や総会等での審議、労基署への届出)
  ② 賃金台帳（給与・手当支給台帳）が適正に作成されているか。
     ※　事業所ごとに賃金台帳を調製し、職員別に賃金計算の基礎となる事項(氏名、性別、賃金計算期間、労働日数、労働時間数、時間外・休日・深夜労働時間数、基本給・諸手当、控除額)について、賃金支払いの都度遅滞なく記入しなければならない。保存期間は３年間。
  ③ 諸手当について、給与規程どおり支給しているか。
　　　（給与規程にない手当を支給していないこと）
     ※  賃金台帳等確認
     ※　超過勤務手当  割増率 125/100　深夜 150/100
         休日勤務手当　割増率 135/100  深夜 160/100
         (この休日は、法定休日で週１回、４週４日を指す。)
④ 割増賃金（時間外勤務手当・休日勤務手当）は適正に計算されているか。
　　※　割増賃金＝基準内賃金÷月間平均所定労働時間×割増率×時間外休日労働時間
　　※　基準内賃金＝割増賃金を算出する際に基礎となる賃金の額
        基準外賃金＝割増賃金の計算基礎から除く手当
          ・家族手当、通勤手当、別居手当、子女教育手当、住宅手当、臨時の賃金
            １か月を超える期間ごとに支払われる賃金（限定列挙）
    ※　月間平均所定労働時間＝１日の所定労働時間×（３６５日－休日）÷１２か月
        所定労働時間＝会社の就業規則に決められている拘束時間（始業から就業まで
                      の期間）－休憩時間
基準内賃金の計算式：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  ⑤ 給与からの法定外賃金控除及び口座振込による支払の場合、賃金控除の協定の締結、　　口座振込について、過半数を代表する職員の同意が得られているか。
　　　 　法定控除　　健康保険、厚生年金及び児童手当拠出金に係る社会保険料
                     雇用保険及び労災保険に係る労働保険料、所得税及び住民税
　　　　 法定外控除  民間社会事業職員共済掛金、職員給食費、親睦会費、財形貯蓄等
　　給与からの控除項目（法定外）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  ⑥ 採用時の初任給について、初任給格付け基準、前歴換算基準等客観的に判断できる諸表　　

　　を作成しているか。
　⑦ 昇給・昇格は適正に行われているか。
※　昇給は特定職員にのみ行っていないこと。
５　保険等について
  社会保険・労働保険に加入しているか。　
※　法人格を有する施設（事業所）は、健康保険及び厚生年金の強制適用事業所。
労働者を雇っていれば、全て労働災害保険(労災保険)及び雇用保険の適用事業所。

　　※　１週間を平均して常勤職員の3/4以上働いている職員は、社会保険に加入。

　　※　パート等を含め、所定労働時間が週20時間以上の場合は、労働保険に加入。
６　旅費規程の整備及び旅費支給状況
  旅費規程の内容に不備はないか。また、規程と実態が乖離していないか。
※　旅費の支給要件、支給額が規程どおりか。職員間の不均衡がないこと。
         旅費規程、旅行命令簿、復命書、旅費請求書・受領書
７　各種書類の整備・保存について
　 各種書類が整備・保存されているか。　※労働関係の重要な書類は３年保存
帳簿名
整備の有無
帳簿名
整備の有無
採用通知書
有　・　無
出勤簿
有　・　無
辞令発令簿
有　・　無
休暇簿
有　・　無
退職願綴り
有　・　無
賃金台帳
有　・　無
労働者名簿
有　・　無
給与計算書
有　・　無
職員履歴書綴り
有　・　無
超過勤務命令簿
有　・　無
資格証明書綴り
有　・　無
出張命令書・復命書
有　・　無
８ ユニフォームの状況

制服、ユニフォームはあるか。　　　　　　　　（ あり ・ なし ）

　ある場合、ユニフォームの形式はどれか。　　　（ 貸与 ・ 支給 ・ 職員が購入 ）

※　ユニフォームを貸与している場合、被服貸与規程・台帳等が整備されているか。
  　　（貸与対象者、被服の種類、貸与期間等を明記。また、台帳受領印押印。）

　ユニフォームの内容：（※シャツ、事務服等記入→）　　　　　　　　　　　　　　　
９ 事務委任規則・専決規程の状況
  権限の委任・専決処分を行っている場合は、その内容が明確になっているか。
※　管理規程、就業規則、経理規程等に基づき付与されている権限以外に、理事長等の権限を施設長等に委任している場合に、事務委任規程、事務分掌表、辞令等により明確化されているか確認。
１０　業務管理体制について
　①法令遵守責任者を設置しているか。
　　
　責任者名：　　　　　　　　　　　　
　②法令遵守についての方針等（方針、内部規則等）を定めているか。
　　　　　　周知方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　③法令遵守責任者を選任し、届出をしているか。変更があった場合に届出ができているか。
　④法令遵守責任者が誰であるかということを文書等で明らかにしているか。

　
⑤事業所における法令遵守の状況を定期的にチェックしているか。
　　　　　　
　　　　　　具体的な取り組み　　　　　　　　　　　　　　　　　
１１　障害福祉サービス等情報公表制度について
　　独立行政法人福祉医療機構が運営する「ＷＡＭ ＮＥＴ」上に最新の事業所情報を公表しているか。　
· 事業所等の財務諸表も公表内容に含まれることに留意。
· 報告を行っていない事実が生じた場合は、情報公表未報告減算

	適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
給料
銀行 ・ 現金

振込 　手渡
法定外控除
あり ・ なし
協定締結
あり・なし

適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
委任専決あり
適 ・ 不適
委任専決なし
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
	労基法第89条
労基法第108条、109条

労基法規則第54条
労基法第37条
労基法規則第20条、第21条
労基法第24条
障総支法第76条の3
児童福祉法第33条の18


	運　　　営  　　指　　　導　　　事　　　項
	調査結果
	根拠法規等

	１２　業務継続計画の作成について（令和６年度から義務化）
感染症や非常災害の発生時において、継続的なサービス提供や早期の業務再開を図るための計画を策定し、その計画に従い必要な措置を講じているか。
1 業務継続計画は作成しているか。
2 従業者への業務継続計画の周知を行っているか。
3 必要な研修及び訓練をそれぞれ年１回以上実施しているか。

（障害者支援施設は研修及び訓練がそれぞれ年２回以上実施）

· 業務継続計画の具体的内容の職員間での共有
· 平常時の対応の必要性や緊急時の対応への理解を徹底するための研修の実施
※　職員の新規採用時の研修の実施
　　　　・感染症の業務継続計画の研修は、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と　　
　　　　　一体的に行うことが可能（研修記録の作成が必須）
・事業所内の役割分担の確認、実践する支援の演習等の訓練を年１回以上実施

・感染症の業務継続計画にかかる訓練は、感染症の予防及びまん延の防止のための
訓練と一体的に行うことも可能（訓練の実施記録の作成が必須）
4 定期に業務継続計画を見直し、必要に応じて変更しているか。
１３　感染症の予防及びまん延を防止する措置について（令和６年度から義務化）

1 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する感染症対策委員会を開催して
いるか。（委員会開催記録の作成が必須）
· おおむね３か月（訪問系は６か月）に１回以上開催
·  感染症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要あり
·  テレビ電話装置等を活用しての開催が可能
·  他の会議体を設置している場合、一体的に設置・運営すること及び他のサービス事業者との連携等により行うことも可能
2 感染症の予防及びまん延の防止するための指針を整備しているか。
3 研修及び訓練を年２回以上実施しているか。（訪問系は、それぞれ年１回以上）
（研修及び訓練実施記録の作成が必須）
·  感染対策の基礎的内容等の適切な知識の普及・啓発
·  指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的な支援を励行できるよう研修の定期開催
·  職員の新規採用時の研修の実施
·  発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、事業所内の役割分担の確認、支援の演習等を実施
【以下は「児童発達支援」「放課後等デイサービス」事業所のみ回答すること。

１４ 非常災害対策について
  ① 防火管理者は選任され、所轄消防署に届出されているか。
     ※ 障害児通所支援事業所…30人以上事業所
         防火管理者の責務
         ・消防に供する設備、消防用水若しくは消火活動上必要な事業所の点検及び整備
         ・消防計画を作成し、これに基づく消火、通報及び避難の訓練を定期的に実施
　② 災害対策推進員は配置されているか。
災害対策推進員
氏名
  ③ 消防計画を策定し、消防署に届出されているか。また、消防計画は職員に周知されているか。（届出義務のない事業所も、作成することが望ましい。）
     ※　消防計画策定(変更)届出書　　所轄消防署の受理印のあるもの    　　
     ※　各職員の非常災害対策編成表、避難場所、避難誘導街路及び消防用設備配置場所を事務室、詰め所、宿直室、廊下等見やすい場所に掲示していること。
　④ 非常災害対策計画は策定されているか。

　　ア　風水害・土砂災害、地震等地域の実情にも鑑みた災害にも対処できるものとなっているか。

　　イ　災害に関する情報の入手や、災害時の連絡先、通信手段等は確認されているか。
　　ウ　避難について（避難を開始する時期と判断基準、避難場所、避難経路、避難方法、避難にあたって留意すべき利用者ごとの支援内容等）の記載があるか。
エ　災害時の人員体制や指揮系統（参集方法、役割分担等）について計画されているか。
⑤　浸水想定区域又は土砂災害警戒区域内に位置する事業所は、避難確保計画を作成し、市総合防災課に提出しているか。非常災害対策計画及び避難確保計画は両計画に必要とされている項目を盛り込めば、一体的に作成することが可能である。
⑤ 非常時の際の地域協力体制は確保されているか。                                                                                                           
     ※　近隣施設、病院等相互間の連携や地域住民等との連携協力体制の確保       
　⑥ 防災研修等防災意識の高揚に努めているか。
  ⑦ 避難訓練等を年２回以上実施しているか。
　　　
日時
訓練の種類（火災・地震等）
１回目
　　月　　日
２回目
　　月　　日
  ⑧ 消防訓練について、事前に消防機関に通報しているか。
  ⑨ 避難訓練の内容について、記録を整備しているか。
　⑩ 建築基準法、建築基準法施行令等の基準を満たしているか。
１５ 地震及び津波対策について

地震対策

及び津波対策
（※実施している対策について、具体的に記入すること。）
① 立地条件を確認し、危険があれば市町村防災担当部局や消防署と協議しているか。
　②（特に昭和56年5月31日以前の建築物について）耐震診断を受け、対策を講じているか。
　③ 落下物、倒壊物の屋内対策
ア　窓ガラスや書棚、食器棚等は、ガラス飛散防止フィルム等で補強しているか。
イ　机、ロッカー、タンス、書棚、戸棚及び冷蔵庫やテレビ等の電化製品等は、ロープ、
針金、金具等で床、壁にしっかりと固定し、転倒や移動の防止を図っているか。
ウ  家具類の天板上に物を置いていないか。
エ　家具類の棚などから収納物がはみ出したり、重心が高くなったりしていないか。
オ　収納物がはみ出さないよう、引き出し・扉の開き防止対策をしているか。
　　　（引き違い扉やセーフティロック付きの物を採用するなど）
カ　ベッドなどのキャスター付き備品類、車椅子、配膳車、処置車、汚染処理車などは固

定ないしストッパーにより停止しているか。　
キ　ガラス類の前に倒れやすいものを置いていないか。
ク　照明器具、空調設備、壁掛け時計・温度計、額縁・パネル、掲示板等が落下しないよ
うにしているか。
ケ　非常口や避難経路に倒れやすいものや地震時に障害となるものを置いていないか。
コ　備蓄食料、衛生材料（紙おむつなど）や非常用情報通信機器などは地震や津波の被害

を受けにくい場所に保管しているか。
サ　建物内の一室や広い廊下を、備品などを置かず利用者が集まれる安全スペースとして

確保しているか。
④ 落下物、倒壊物の屋外対策
ア　屋根瓦や門、塀、自動販売機などの危険除去に努め、不要なものは撤去しているか。
イ  特に、津波が予想される事業所にあっては、自動車などの事業所内流入にも対処する

ようにしているか。
１６ 消防用設備について
　① 法令等に定める消防用設備(消火設備、警報設備、避難設備等)を設置しているか。
※　故障等の不備のないこと。消防法改正に対応していること。
  ② 消防設備の法定点検を実施しているか。
※　消防設備等自主点検結果記録簿、消防機関に対する１年に１回の点検結果報告記録
         点検期間　外観点検(破損、変形の有無等)　　６か月毎
                   機能点検(作動、性能試験)        ６か月毎
                   総合点検(総合的な機能確認) 　     １年毎

③ 火災発生の未然防止の状況
ア　壁、天井等の内装やカーテン、じゅうたん等について、防炎化、難燃化対応している

か。
イ　布団、毛布、シーツ等の寝具類は防炎性能を有するものを積極的に使用しているか。

(努力義務)
ウ　やむを得ずストーブを使用する場合、強制対流型のストーブ又はこれと同等以上の安

全性を有する器具を使用しているか。(努力義務)
エ　各部署に火気取締責任者を定めているか。
オ　喫煙について、指定した場所での喫煙としているか。
カ　事務室、介護職員室、宿直室等必要な場所に非常通報装置等を設置しているか。

キ　救助された者を一時的に収容するなどのため、近隣施設・病院等、地域住民・ボラン

ティア組織等と連携を密にするなど、協力体制が取れているか。(努力義務)
④ 消防署の立入検査の指示事項は改善されているか。
※　消防署立入検査結果通知確認
１７　利用者への安全の配慮について
  ① 建物・構造物・設備等に危険な箇所はないか。
※　定期的な点検状況　消防計画等自主点検状況
       ・階段、ベランダ、窓等からの転落防止
       ・ガラス、窓、床等の破損や段差等
       ・非常口、非常階段の管理
       ・家具、備品等の転倒、棚等からの落下防止
       ・扉や戸の危険防止
・屋外施設の安全性の確保
       ・マンホール、排水溝、用水路等の危険防止

危険箇所

具体的な状況

今後の対応

② 障害者等の生活への配慮がされているか。
※　車椅子利用者等への配慮の状況
       ・トイレ、洗面台、スロープ、出入口、居室等で車椅子利用・配置のスペース
       ・浴室、便所の手すり

	適 ・ 不適
適 ・ 不適
・届出義務無
適 ・ 不適
適 ・ 不適
・届出義務無
適 ・ 不適
適 ・ 不適

適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適

適 ・ 不適

適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
あり
適 ・ 不適

なし

あり
適 ・ 不適

なし

適 ・ 不適

適 ・ 不適
適 ・ 不適
適 ・ 不適
あり
適 ・ 不適

なし
適 ・ 不適
適 ・ 不適
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